
交通安全対策特別交付金
933万円（0.0％）
配当割交付金
1,783万円（0.1％）
ゴルフ場利用税交付金
1,905万円（0.1％）
株式等譲渡所得割交付金
4,129万円（0.1％）
利子割交付金
5,241万円（0.2％）
自動車取得税交付金
1億484万円（0.3％）
地方譲与税
5億2,922万円（1.7％）
地方特例交付金
5億5,494万円（1.8％）
地方消費税交付金
5億5,720万円（1.8％）
地方交付税
6億6,712万円（2.1％）
県支出金
14億3,422万円（4.6％）
市債
16億7,420万円（5.4％）
国庫支出金
26億9,002万円（8.7％）

寄附金
316万円（0.0％）

財産収入
3,027万円（0.1％）

分担金及び負担金
3億4,409万円（1.1％）

使用料及び手数料
3億8,553万円（1.3％）

繰越金
12億7,612万円（4.1％）

諸収入
19億3,351万円（6.2％）

繰入金
20億6,132万円（6.6％）

自
主
財
源
　
227

億
2
,487万

円（
73.1％）

依
存
財
源
　
83
億
5,
16

7万
円（2
6.9％）

２．収入の概況

市税
166億9,087万円
（53.7％）

歳入合計
310億7,654万円
（100％）

市税の内訳 鉱産税
13万円（0.0％）

特別土地保有税
144万円（0.0％）

軽自動車税
1億1,932万円

（0.7％）
市町村たばこ税
3億8,452万円

（2.3％）
個人

19億5,414万円
（11.7％）

償却資産
65億6,566万円

（39.3％）

家屋
20億7,653万円

（12.5％）

土地
15億4,901万円

（9.3％）

交付金
1,527万円
（0.1％）

法人
40億2,485万円

（24.1％）
固定資産税
102億647万円
（61.2％）

市税総額
166億9,087万円
（100％）

市民税
59億7,899万円
（35.8％）

１．決算収支の概況

歳　入　総　額　　　　　A 310億7,654万円

歳　出　総　額　　　　　B 288億2,205万円

歳入歳出差引額（A－B）	C 　22億5,449万円

翌年度へ繰り越すべき財源D 　　1億8,375万円

実　質　収　支（C－D) 　20億7,074万円



経常収支比率
　　　　　　　　　　　　                  経常経費充当一般財源
　経常収支比率（％）  ＝  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ×100
　　　　　　　　　　　　経常一般財源総額＋減税補てん債＋臨時財政対策債

　財政構造の弾力性を測定する比率として使われている指標で、この比率が低いほど新た
な行政需要に弾力的に対応でき、財政構造に弾力性があると判断されています。
　通常、財政構造の健全性をおびやかされないためには、この比率が 80％以内であるこ
とが望ましいとされています。
※経常一般財源…市税、普通交付税が主なもの
※経常経費…人件費、扶助費、公債費、物件費、維持補修費、補助費等など

公債費比率
　　　　　　　　　　　　Ａ−（Ｂ＋Ｃ）
　公債費比率（％）　＝　　　　　　　　　　×100
　　　　　　　　　　　　　  Ｄ−Ｃ

　経常一般財源に対する元利償還金に充てた一般財源の割合であり、この比率が低いほど
財政運営の面から見れば、財政構造に弾力性があると判断されています。
　通常、財政構造の健全性をおびやかさないためには、この比率が 10％以内であること
が望ましいとされています。

Ａ…当該年度の元利償還金充当一般財源等
Ｂ…元利償還金に充てられた特定財源
Ｃ…普通交付税の算定において災害復旧費等として基準財政需要額に算入された公債費
Ｄ…当該年度の標準財政規模

※標準財政規模…地方公共団体の一般財源の標準規模を示すものです。
※基準財政需要額…普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が合理的かつ妥当な水準

における行政を行い、または施設を維持するための財政需要を合理的に算定した額です。

打切り決算
　地方自治法では「合併により消滅する地方公共団体の収支は、消滅の日をもって打ち切
り、その消滅する地方公共団体の長であった者がこれを決算する」と定められており、こ
れをいわゆる「打切り決算」といいます。
　また、一部事務組合の解散に伴う決算につきましても地方自治法が準用されます。

３．歳出の概況　歳出合計 288億2,205万円
労働費
792万円（0.0％）

災害復旧費
5,812万円（0.2％）

議会費
2億6,323万円（0.9％）

商工費
3億4,492万円（1.2％）

消防費
8億6,937万円（3.0％）

農林水産費
11億5,789万円（4.0％）

衛生費
24億9,207万円（8.7％）

教育費
25億4,858万円（8.8％）

総務費
26億5,366万円（9.2％）

土木費
27億3,591万円（9.5％）

諸支出金
73億1,662万円
（25.4％）

民生費
47億5,122万円
（16.5％）

公債費
36億2,254万円
（12.6％）

歳出合計
288億2,205万円
（100％）

　労　働　費

　災害復旧費

　議　会　費

　商　工　費

　消　防　費

　農林水産業費

　衛　生　費

　教　育　費

　総　務　費

　土　木　費

　公　債　費

　民　生　費

　諸支出金

　労　働　費

　災害復旧費

　議　会　費

　商　工　費

　消　防　費

　農林水産業費

　衛　生　費

　教　育　費

　総　務　費

　土　木　費

　公　債　費

　民　生　費

　諸支出金

５．行政経費支出の概況

４．市税負担の概況

人　口（平成18年３月末日現在） 80,087人
世帯数（平成18年３月末日現在） 28,277世帯

市税総額 185億214万円
〔市民１人当たり〕

231,025円

〔１世帯当たり〕

654,317円

歳出総額 384億7,587万円
〔市民１人当たり〕

480,425円

〔１世帯当たり〕

1,360,677円

６．市債現在高の状況
一般会計市債現在高
（平成17年度末） 343億6,538万円

市 民 1 人 当 た り の
市 債 の 残 高 429,100円

７．行政財産の状況
平成18年３月31日現在　

土　　　 地 1,751,325㎡

建物延面積合計
390,551㎡

木造建物
（延面積） 9,386㎡

非木造建物
（延面積） 381,165㎡

0 10 20 30 40 50 60

　定額資金運用基金現在高

　特定目的基金現在高

　減債基金現在高

　財政調整基金現在高

0 10億 20億 30億 40億 50億 60億

　定額資金運用基金現在高 4億6,730万円

　特定目的基金現在高 49億5,910万円

　※減債基金現在高 19億1,484万円

　※財政調整基金現在高 57億510万円

８．基金の状況 平成18年３月31日現在

※財政調整基金…年度間の財源の不均衡を調整するために積
み立てている貯金

※減債基金………市債の償還などに設けられている貯金

４〜８の概況等につきましては、打切り決算となりました旧町及び旧組合分を含んでおります。



１．決算収支の概況
歳　入　総　額　　　　　A 37億6,702万円
歳　出　総　額　　　　　B 32億8,109万円
歳入歳出差引額（A－B）	C 　4億8,593万円
翌年度へ繰り越すべき財源D ─
実　質　収　支（C－D) 　4億8,593万円

３．歳出の概況
　目的別（行政目的別に分類したもの）

区　　　分 予　算　額 構成比
商 　 工 　 費 1,704万円 0.5％
諸 支 出 金 4,113万円 1.2％
議 　 会 　 費 6,437万円 2.0％
農林水産業費 1億748万円 3.3％
土 　 木 　 費 1億8,991万円 5.8％
消 　 防 　 費 1億9,693万円 6.0％
公 　 債 　 費 2億9,270万円 8.9％
衛 　 生 　 費 3億5,412万円 10.8％
教 　 育 　 費 3億9,432万円 12.0％
総 　 務 　 費 4億6,608万円 14.2％
民 　 生 　 費 11億5,701万円 35.3％
歳 出 合 計 32億8,109万円 100.0％ 

株式等譲渡所得割交付金

交通安全対策特別交付金

配　当　割　交　付　金

国有提供施設等所在市町村助成交付金

利　子　割　交　付　金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

国　庫　支　出　金

県　　支　　出　　金

地　方　譲　与　税

地方消費税交付金

町　　　　　　　　債

地　方　交　付　税

寄　　　　附　　　　金

分担金及び負担金

財　　産　　収　　入

諸　　　　収　　　　入

繰　　　　越　　　　金

使用料及び手数料

繰　　　　入　　　　金

町　　　　　　　　　税

株式等譲渡所得割交付金 1万円（0.0％）

配当割交付金 146万円（0.0％）

国有提供施設等所在市町村助成交付金
192万円（0.1％）

利子割交付金
641万円（0.2％）

ゴルフ場利用税交付金
1,132万円（0.3％）

自動車取得税交付金
1,183万円（0.3％）

地方特例交付金
2,787万円（0.7％）

国庫支出金
4,839万円（1.3％）

県支出金
7,291万円（1.9％）

地方譲与税
7,321万円（1.9％）

地方消費税交付金
7,745万円（2.1％）

町債
1億9,720万円（5.2％）

地方交付税
14億1,819万円
（37.7％）

寄附金
36万円（0.0％）

分担金及び負担金
147万円（0.0％）

財産収入
2,750万円
（0.7％）

諸収入
8,980万円
（2.4％）

繰越金
1億4,510万円

（3.9％）

使用料及び手数料
1億4,653万円

（3.9％）

依　　存　　財　　源　　　　（計）

自　　主　　財　　源　　　　（計）

町税
9億1,103万円
（24.2％）

　繰入金
　4億9,625万円
（13.2％）

交通安全対策特別交付金 81万円（0.0％）
２．収入の概況

町税の内訳

歳入合計
37億6,702万円
（100％）

軽自動車税
2,126万円（2.3％）
市町村たばこ税
4,941万円（5.4％）
法人
1億906万円（12.0％）
個人
2億8,221万円（31.0％）
交付金
713万円（0.8％）
償却資産
3,469万円（3.8％）
土地
1億6,096万円（17.7％）
家屋
2億4,631万円（27.0％）

町税総額 9億1,103万円（100％）

依存財
源　
19

億
4,
89
8万
円（
51
.7
％
）

自主財源　18億
1,804万

円（
48
.3
％
）

町民税
3億9,127万円
（43.0％）

固定資産税
4億4,909万円
（49.3％）

旧那賀川町

１．決算収支の概況
歳　入　総　額　　　　　A 34億1,886万円
歳　出　総　額　　　　　B 30億4,488万円
歳入歳出差引額（A－B）	C 　3億7,398万円
翌年度へ繰り越すべき財源D ─
実　質　収　支（C－D) 　3億7,398万円

３．歳出の概況
　目的別（行政目的別に分類したもの）

区　　　分 予　算　額 構成比
労 　 働 　 費 423万円 0.1％ 
災 害 復 旧 費 960万円 0.3％ 
商 　 工 　 費 1,327万円 0.4％
農林水産業費 6,576万円 2.2％
議 　 会 　 費 7,679万円 2.5％
土 　 木 　 費 1億2,101万円 4.0％
消 　 防 　 費 1億8,305万円 6.0％ 
公 　 債 　 費 2億2,839万円 7.5％
衛 　 生 　 費 3億8,898万円 12.8％
教 　 育 　 費 3億9,399万円 12.9％
総 　 務 　 費 6億5,363万円 21.5％
民 　 生 　 費 9億618万円 29.8％
歳 出 合 計 30億4,488万円 100.0％ 

株式等譲渡所得割交付金

交通安全対策特別交付金

配　当　割　交　付　金

利　子　割　交　付　金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

国　庫　支　出　金

地　方　譲　与　税

県　　支　　出　　金

地方消費税交付金

町　　　　　　　　債

地　方　交　付　税

財　　産　　収　　入

諸　　　　収　　　　入

使用料及び手数料

分担金及び負担金

繰　　　　越　　　　金

繰　　　　入　　　　金

町　　　　　　　　　税

株式等譲渡所得割交付金
交通安全対策特別交付金
配　当　割　交　付　金

利　子　割　交　付　金
自動車取得税交付金
地方特例交付金
国　庫　支　出　金
地　方　譲　与　税
県　　支　　出　　金

地方消費税交付金

町　　　　　　　　債
地　方　交　付　税
財　　産　　収　　入
諸　　　　収　　　　入

使用料及び手数料

分担金及び負担金
繰　　　　越　　　　金
繰　　　　入　　　　金
町　　　　　　　　　税

株式等譲渡所得割交付金 1万円（0.0％）

配当割交付金
185万円（0.0％）

利子割交付金
810万円（0.2％）

自動車取得税交付金
985万円（0.3％）

地方特例交付金
3,381万円（1.0％）

国庫支出金
6,773万円（2.0％）

地方譲与税
7,163万円（2.1％）

県支出金
8,063万円（2.4％）

地方消費税交付金
9,075万円（2.7％）

町債
2億7,600万円（8.1％）

地方交付税
11億4,176万円
（33.4％）

町税
9億24万円
（26.3％）

交通安全対策特別交付金 105万円（0.0％）
２．収入の概況

町税の内訳

歳入合計
34億1,886万円
（100％）

依存財
源　
17

億
8,
31
7万
円（
52
.2
％
）

自主財源　16億
3,569万

円（
47
.8
％
）

0

20

40

60

80

100

軽自動車税

市町村たばこ税

法人

個人

交付金

償却資産

土地

家屋

財産収入
906万円（0.3％）

諸収入
2,158万円（0.6％）

使用料及び手数料
6,399万円（1.9％）

分担金及び
負担金

1億2,694万円
（3.7％）

繰越金
1億4,008万円

（4.1％）

　繰入金
　3億7,380万円
 （10.9％）

軽自動車税
2,193万円（2.4％）
市町村たばこ税
5,767万円（6.4％）
法人
2,999万円（3.3％）
個人
3億3,762万円（37.5％）
交付金
1,758万円（2.0％）
償却資産
2,455万円（2.7％）
土地
1億7,144万円（19.1％）
家屋
2億3,946万円（26.6％）

町税総額 9億24万円（100％）

固定資産税
4億5,303万円
（50.4％）

町民税
3億6,761万円
（40.8％）

旧羽ノ浦町
※平成17年４月１日〜平成18年３月19日※平成17年４月１日〜平成18年３月19日



１．決算収支の概況
歳　入　総　額　　　　　A 12億8,166万円
歳　出　総　額　　　　　B 11億4,502万円
歳入歳出差引額（A－B）	C 　1億3,664万円
翌年度へ繰り越すべき財源D ─
実　質　収　支（C－D) 　1億3,664万円

国　庫　支　出　金

組　　　 合　　 　債

諸　　　　収　　　　入

使用料及び手数料

財　　産　　収　　入

繰　　　　越　　　　金

繰　　　　入　　　　金

分担金及び負担金

国　庫　支　出　金

組　　　 合　　 　債

諸　　　　収　　　　入

使用料及び手数料

財　　産　　収　　入

繰　　　　越　　　　金

繰　　　　入　　　　金

分担金及び負担金

国庫支出金 1,134万円（0.9％）

使用料及び手数料
418万円（0.3％）

財産収入
2,778万円（2.2％）

繰越金
5,954万円（4.6％）

地方特例交付金
3,381万円（1.0％）

国庫支出金
6,773万円（2.0％）

地方譲与税
7,163万円（2.1％）

県支出金
8,063万円（2.4％）

地方消費税交付金
9,075万円（2.7％）

町債
2億7,600万円（8.1％）

分担金及び負担金
9億946万円
（70.9％）

組合債 1,390万円（1.1％）
２．収入の概況

歳入合計
12億8,166万円
（100％）

諸収入
87万円（0.1％）

自
主
財
源
　
12億

5,642万円（98.0％）

　　　繰入金
　2億5,459万円
 （19.9％）

依存財源 2,524万円（2.0％）

旧消防組合

３．歳出の概況
　目的別（行政目的別に分類したもの）

区　　　分 予　算　額 構成比
諸 支 出 金 2万円 0.0％ 
総 　 務 　 費 28万円 0.0％
議 　 会 　 費 79万円 0.1％ 
公 　 債 　 費 4,349万円 3.8％
消 　 防 　 費 11億44万円 96.1％
歳 出 合 計 11億4,502万円 100.0％ 

１．決算収支の概況
歳　入　総　額　　　　　A 22億7,950万円
歳　出　総　額　　　　　B 21億8,283万円
歳入歳出差引額（A－B）	C 　　　9,667万円
翌年度へ繰り越すべき財源D ─
実　質　収　支（C－D) 　　　9,667万円

組　　　 合　　 　債

寄　　　　附　　　　金

諸　　　　収　　　　入

財　　産　　収　　入

使用料及び手数料

繰　　　　越　　　　金

分担金及び負担金

組合債 2,110万円（0.9％）

諸収入
340万円（0.1％）

財産収入
1,260万円（0.6％）

使用料及び手数料
2,966万円（1.3％）

地方特例交付金
3,381万円（1.0％）

国庫支出金
6,773万円（2.0％）

地方譲与税
7,163万円（2.1％）

県支出金
8,063万円（2.4％）

地方消費税交付金
9,075万円（2.7％）

町債
2億7,600万円（8.1％）

分担金及び負担金
20億9,742万円
（92.0％）

２．収入の概況

歳入合計
22億7,950万円
（100％）繰越金

1億1,331万円（5.0％）

寄附金
201万円（0.1％）

自
主
財
源
　
22億

5,840万円（99.1％）

依存財源 2,110万円（0.9％）

旧衛生組合

３．歳出の概況
　目的別（行政目的別に分類したもの）

区　　　分 予　算　額 構成比

議 　 会 　 費 24万円 0.0％ 

総 　 務 　 費 1億1,706万円 5.4％ 

公 　 債 　 費 2億7,965万円 12.8％

衛 　 生 　 費 17億8,588万円 81.8％ 

歳 出 合 計 21億8,283万円 100.0％ 

※平成17年４月１日〜平成18年３月19日 ※平成17年４月１日〜平成18年３月19日

【旧羽ノ浦町】　※平成17年４月１日〜平成18年３月19日
特 別 会 計 の 概 況

会　　計　　名
平成17年度決算（見込）の状況

歳 入 額 歳 出 額 差 引 額

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 8億5,868万円 8億4,176万円 1,692万円

老 人 保 健 特 別 会 計 10億4,068万円 10億2,156万円 1,912万円

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 7億936万円 6億1,334万円 9,602万円

土 地 取 得 特 別 会 計 1,272万円 1,272万円 0

農業集落排水事業特別会計 1億6,166万円 2億7,148万円 △1億982万円

公 営 企 業 会 計 の 概 況

会計名
平　成　17　年　度　決　算　の　状　況

予定額 収入額 比率 予定額 支出額 比率

水道事業
会　　計

収益的収入 1億8,995万円 1億7,117万円 90.1％ 収益的支出 1億8,129万円 1億5,845万円 87.4％

資本的収入 1億3,008万円 1,453万円 11.2％ 資本的支出 2億2,306万円 1億7,709万円 79.4％

【旧那賀川町】　※平成17年４月１日〜平成18年３月19日
特 別 会 計 の 概 況

会　　計　　名
平成17年度決算（見込）の状況

歳入額 歳出額 差引額
住宅新築資金等貸付事業特別会計 563万円 563万円 0
国民健康保険特別会計（事業勘定） 6億4,967万円 6億4,366万円 601万円
国民健康保険特別会計（診療施設勘定） 2,613万円 2,613万円 0
老 人 保 健 特 別 会 計 11億8,267万円 11億755万円 7,512万円
公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 3,063万円 3,063万円 0
介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 7億9,625万円 7億2,642万円 6,983万円
水 道 特 別 会 計 482万円 482万円 0
学 校 給 食 特 別 会 計 1億1,144万円 1億678万円 466万円
土 地 取 得 特 別 会 計 690万円 600万円 90万円

公 営 企 業 会 計 の 概 況

会計名
平　成　17　年　度　決　算　の　状　況

予定額 収入額 比率 予定額 支出額 比率

水道事業
会　　計

収益的収入 2億241万円 2億424万円 100.9％ 収益的支出 2億98万円 1億8,003万円 89.6％

資本的収入 600万円 600万円 100.0％ 資本的支出 1億5,898万円 1億3,727万円 86.3％



平成18年度　一般会計予算の執行状況 平成18年８月31日現在
歳　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　出

区　　　　　分 予　算　額 収 入 済 額 区　　　　　分 予　算　額 支 出 済 額
市 税 155億6,500万円 97億2,384万円 議 会 費 3億4,083万円 1億4,318万円
地 方 譲 与 税 8億8,130万円 1億116万円 総 務 費 32億5,283万円 12億689万円
利 子 割 交 付 金 4,150万円 1,979万円 民 生 費 67億6,995万円 26億1,670万円
配 当 割 交 付 金 2,050万円 1,566万円 衛 生 費 26億6,909万円 7億4,674万円
株式等譲渡所得割交付金 1,890万円 8万円 労 働 費 1,019万円 468万円
地 方 消 費 税 交 付 金 7億3,000万円 1億7,464万円 農 林 水 産 業 費 10億2,040万円 1億9,846万円
自 動 車 取 得 税 交 付 金 1億3,190万円 4,133万円 商 工 費 3億6,011万円 1億4,208万円
ゴルフ場利用税交付金 3,040万円 1,077万円 土 木 費 26億1,168万円 4億9,246万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金 180万円 0 消 防 費 10億5,662万円 3億7,712万円
地 方 特 例 交 付 金 4億3,240万円 2億7,001万円 教 育 費 31億1,063万円 10億9,660万円
地 方 交 付 税 23億8,500万円 10億5,935万円 災 害 復 旧 費 1,455万円 310万円
交通安全対策特別交付金 1,270万円 0 公 債 費 43億8,197万円 8,970万円
分 担 金 及 び 負 担 金 4億9,907万円 1億6,934万円 諸 支 出 金 36億7,591万円 23億5,042万円
使 用 料 及 び 手 数 料 5億57万円 1億8,196万円 予 備 費 3,000万円 0
国 庫 支 出 金 25億6,591万円 6億609万円
県 支 出 金 14億1,173万円 2,225万円
財 産 収 入 2,629万円 2,335万円
寄 附 金 1万円 220万円
繰 入 金 4億2,079万円 0
繰 越 金 1億8,377万円 22億5,449万円
諸 収 入 14億8,252万円 5,269万円
市 債 19億6,270万円 0

合　　　　計 293億476万円 147億2,900万円 合　　　　計 293億476万円 94億6,813万円

特 別 会 計 の 概 況
平成17年度決算（見込）の状況

会　　計　　名
平成18年度予算の執行状況（８月31日現在）

歳　入　額 歳　出　額 差　引　額 歳　入　額 歳　出　額 差　引　額
6,998万円 1億4,377万円 △7,379万円 住宅新築資金等貸付事業特別会計 1,719万円 7,385万円 △5,666万円

38万円 0 38万円 加 茂 谷 財 産 区 運 営 事 業 特 別 会 計 38万円 0 38万円
156万円 0 156万円 伊 島 財 産 区 運 営 事 業 特 別 会 計 155万円 0 155万円

51億5,571万円 48億8,923万円 2億6,648万円 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 19億6,360万円 21億8,341万円 △2億1,981万円
8,157万円 8,152万円 5万円 加 茂 谷 診 療 所 事 業 特 別 会 計 1,843万円 2,840万円 △997万円
1,192万円 1,192万円 0 伊 島 診 療 所 事 業 特 別 会 計 218万円 482万円 △264万円

57億6,126万円 57億6,126万円 0 老 人 保 健 特 別 会 計 25億6,498万円 25億5,710万円 788万円
17億82万円 16億2,420万円 7,662万円 公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 7,662万円 9,626万円 △1,964万円

52億1,464万円 48億7,239万円 3億4,225万円 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 28億7,790万円 20億3,186万円 8億4,604万円
1,024万円 382万円 642万円 伊島地区生活排水処理事業特別会計 736万円 103万円 633万円

2億6,826万円 2億6,297万円 529万円 学 校 給 食 事 業 特 別 会 計 1億2,983万円 1億2,634万円 349万円
124万円 118万円 6万円 奨 学 資 金 貸 付 事 業 特 別 会 計 343万円 60万円 283万円
227万円 227万円 0 春 日 野 地 域 下 水 道 事 業 特 別 会 計 800万円 395万円 405万円

1億3,667万円 1億3,667万円 0 羽ノ浦農業集落排水事業特別会計 1,468万円 723万円 745万円
946万円 942万円 4万円 豊香野地区生活排水処理事業特別会計 114万円 144万円 △30万円

※決算（見込）は、合併後の旧２町分の未収入額、未執行額を含む

公 営 企 業 会 計 の 概 況

会　計　名
平　成　17　年　度　決　算　の　状　況

予　定　額 収　入　額 比率 予　定　額 支　出　額 比率

土地造成事業
会 計

収益的収入 1億5,451万円 1億5,451万円 100.0％ 収益的支出 0 0 0.0％
資本的収入 1億5,451万円 0 0.0％ 資本的支出 1億5,451万円 0 0.0％

水道事業会計
収益的収入 10億3,763万円 10億5,354万円 101.5％ 収益的支出 10億6,838万円 10億5,010万円 98.3％
資本的収入 8億7,684万円 7億7,854万円 88.8％ 資本的支出 13億2,212万円 9億9,437万円 75.2％

※水道事業会計については、合併後の旧２町分の未収入額、未執行額を含む


